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パブリッククラウド連携に関する
APPLICの取り組み
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一般財団法人全国地域情報化推進協会
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現状： 自前主義
すべて自前で準備
自力調達可能な機能範囲でサービスデザインしようとする

今後： パブリッククラウド活用
IoT時代に対応するにはパブリッククラウドの高度技術（AI,BI,SNS連携な
ど）活用が必須

課題： 住民データをパブリッククラウドで処理してよい？
自治体の不安を解消するための新たなルール作りが必要

IoT時代における自治体の課題 (2016年ころ）



Page 3Copyright 2019, The  Association for Promotion of Public Local Information and Communication

地域情報プラットフォーム

住
基

税福
祉

国
保

介
護

行政システム高度化
アーキテクチャ

 連携データ標準
 プライバシー対応ルール
 サービスの認定基準 etc.

連携

連携

パブリッククラウドで展開されるサービス

電
子
母
子
手
帳

防
災
対
策

高
齢
者
・

子
供
見
守
り

地域情報プラットフォーム
で標準化された業務

パブリッククラウドと
基幹系業務が連携
するには新たなルー
ルが必要



Page 4Copyright 2019, The  Association for Promotion of Public Local Information and Communication

課題： 住民データをパブリッククラウドで処理してよい？
自治体の不安を解消するための新たなルール作りが必要
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母子健康手帳の閲覧
出典：総務省資料
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使うなら、ちゃんと考えて使おう
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クラウド・データ利活用検討TFでの整理 (2018年）
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